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１．大陸棚の限界設定に関しては、次の内容について、本部決定を求めること

とする。 

① 我が国の基線から 200 海里を超えて大陸棚を設定するため、国連海洋法

条約第７６条の規定に基づき、我が国が「大陸棚の限界に関する委員会」

に提出する当該大陸棚の限界 

② 同条第８項及び同条約附属書Ⅱ第 4 条に基づき、①の大陸棚の限界につ

いての詳細及びこれを裏付ける科学的及び技術的データを、大陸棚調査評

価・助言会議の評価・助言を得て、平成２１年１月までに「大陸棚の限界

に関する委員会」に提出すること 

③ ①及び②の提出後の、「大陸棚の限界に関する委員会」の審査開始から勧

告が出されるまでの間の必要な調整については原則として総合海洋政策本

部幹事会に行わせること 
 
２．我が国の大陸棚の限界に関する情報を「大陸棚の限界に関する委員会」へ

提出後の、同委員会における審査への対応については、内閣官房の総合調整

の下、外務省が中心となり、文部科学省、経済産業省及び国土交通省が連携

して実施していくこととする。 
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各国の大陸棚限界情報の審査及び提出の状況 

1） 審査の状況（申請１１件、勧告済み４件） 

国  名 提  出 審  査/勧  告 

ロシア 2001 年 12 月 2002 年 6 月勧告発出 

ブラジル 2004 年 5 月 2007 年 4 月勧告発出 

オーストラリア 2004 年 11 月 2008 年 4 月勧告発出 

アイルランド 2005 年 5 月 2007 年 4 月勧告発出 

ニュージーランド 2006 年 4 月 
小委員会の審査終了 

全体会合での審議入り 

英・仏・西・アイルラン

ド共同 
2006 年 5 月 小委員会において審査中 

ノルウェー 2006 年 11 月 小委員会において審査中 

フランス 2007 年 5 月 小委員会において審査中 

メキシコ 2007 年 12 月 小委員会設置、審査待ち 

バルバドス 2008 年 5 月 本年 8 月以降に審査開始 

イギリス 2008 年 5 月 本年 8 月以降に審査開始 
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2） 各国の提出見込み（2008 年 1 月国連事務局の資料による） 

○ 今後提出を予定している国は、わが国を含め４３ヶ国（既提出国で今後

追加申請又は再申請を行う国を含む）。 

○ 国別提出予定時期 

• ナミビア ２００７年１２月 

• ウルグアイ ２００８年７月以降 

• ミャンマー ２００８年１２月 

• パキスタン ２００８年中 

• 南ア ２００８年中：部分申請 

• 日本 ２００９年１月 

• カーボヴェルデ ２００９年４月 

• ポルトガル ２００９年４月 

• ２３ヶ国* ２００９年５月（まで） 

• ４ヶ国 ２００９年５月以降 

• ８ヶ国 提出時期を明らかにしていない 

 

＊バルバドスは、２００９年５月１３日に提出すると回答したが、２００８年５月に申請を提出 

＊イギリスは、２００９年５月までに提出すると回答したが、２００８年５月に部分申請を提出 

 




